
  第 1 回審議会   
資料 4     R7.12.9 

○宗像市 災害廃棄物処理計画における修正箇所一覧 

 

①災害廃棄物処理計画で対象とする災害について 

項目 内容 

ページ番号 4 

変更内容 「図表 2」に計画の対象とする災害を追加 

変更理由 令和 7年度に改訂された宗像市地域防災計画と整合を図る 

 

・変更箇所抜粋（※黄色で網掛している箇所を追記） 

図表 2 対象とする災害 

対象 概要 

地 震 

西山断層（南東下部） 断層の長さ 31 ㎞、マグニチュード 7.3 

基盤地震動一定 深さ 10 ㎞、マグニチュード 6.9 

 津 波 西山断層 
マグニチュード 7.6  

「日本海における大規模地震に関する調査検討会」のモデル F60 

風水害 

釣川水系（釣川、山田川、八並川） 国及び県が設定した浸水想定区域図に基づく災害 

釣川水系（楢見川、吉田川、阿久

住川、四十里川、横山川、大井

川、朝町川及び高瀬川） 

県が設定した浸水想定区域図に基づく災害 

（釣川流域の 24 時間の総雨量 992mm） 

 

②災害対策本部について 

項目 内容 

ページ番号 7 

変更内容 「図表 5」の記載内容を最新のものに更新 

変更理由 令和 7年度に改訂された宗像市地域防災計画と整合を図る 

 

  



・変更箇所抜粋 

図表 5 災害対策本部組織図 

 

出典：「宗像市地域防災計画（令和 7 年 5 月）」 

■宗像市災害対策本部の組織構成図（令和7年4月1日現在）

本部長 対策部・班名（班長） 平常時部局 平常時課室

副本部長 総務対策班 総務部 総務課（主管課）

本部長付 （総務部長） 消費生活センター

本部員 　経営企画部長 人事課

　議会事務局長 秘書政策課

デジタル推進課

経営企画部 経営企画課（主管課）

財政課

税務課

収納課

市民協働部長 契約検査課

環境部長 議会事務局 議事調査課

監査委員事務局長 会計課

健康福祉部長 建設班 都市管理部 アセットマネジメント推進課（主管課）

保健医療担当部長 （都市管理部長） 施設整備課

産業振興部長 都市整備担当部長 維持管理課

農林水産担当部長 都市再生部長 建築課

教育部長 都市再生部 都市再生課（主管課）

子ども子育て部長 地域公共交通政策室

危機管理課長 都市計画課

雨水対策室

市民対策班 市民協働部 コミュニティ協働推進課（主管課）

（市民協働部長） 文化スポーツ課

　環境部長 人権対策課

　監査委員事務局長 男女共同参画推進課

市民課

環境部 環境課（主管課）

脱炭素社会推進課

下水道課

監査委員事務局

健康福祉班 健康福祉部 福祉政策課（主管課）

（健康福祉部長） 生活支援課

　保健医療担当部長 健康課

新型コロナワクチン接種推進室

高齢者支援課

介護保険課

国保医療課

大島診療所

産業班 産業振興部 産業政策課（主管課）

（産業振興部長） ふるさと寄附推進課

農林水産担当部長 農林水産課

元気な島づくり課

農業委員会事務局

教育子ども班 教育部 教育総務課（主管課）

（教育部長） 教育支援室

子ども子育て部長 地域教育連携室

安心安全な学校づくり課

図書課

世界遺産課

子ども子育て部 子ども育成課（主管課）

子ども支援課

子ども家庭センター

【消防団】
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総務部長

経営企画部長



③災害時の協定等について 

項目 内容 

ページ番号 13～15 

変更内容 「図表 11」及び「図表 12」の記載内容を最新のものに更新 

変更理由 災害廃棄物処理計画の策定後に新たに締結した協定等を追加する 

 

・変更箇所抜粋 

図表 11 災害時の応援協定 

項目 内容 

申合せ 可燃ごみ・不燃ごみ相互融通に関する申し合わせ事項 

内容 可燃ごみ及び不燃ごみ相互融通 

申合せ先 古賀清掃工場、宗像清掃工場 

連絡先 玄界環境組合 

総務課：092-940-1310 

宗像清掃工場：0940-62-0505 

古賀清掃工場：092-942-1530 

 

項目 内容 

協定 一般廃棄物の処理に関する相互協力協定 

協定の内容 一般廃棄物の処理に関する相互協力 

協定締結先 福津市、福岡市 

連絡先 福津市 地域振興部うみがめ課 

住所：福津市中央一丁目１番１号 

電話番号：0940-62-5019 

福岡市 環境局循環型社会推進部計画課 

住所：福岡市中央区天神一丁目８番１号 

電話番号：092-711-4308 

 

項目 内容 

協定 災害時における福岡県市町村間の相互応援に関する基本協定 

協定の内容 災害時における福岡県市町村間の相互応援 

協定締結先 福岡県内市町村 

連絡先 福岡県内市町村 廃棄物担当課 

 

  



項目 内容 

協定 災害時における災害廃棄物の処理等の協力に関する協定 

協力の内容 ・県は、市町村又は一部事務組合の要請を受けて、団体に協力を要請 

・団体は、人員、車両、資機材等を調達し、市町村の災害廃棄物等の処理に協力 

・県は、県内の被災、復旧状況等について団体に情報提供し、団体は、協力可能な会員の状況を

県に報告 

・被災した他都道府県における災害廃棄物処理についても、団体は可能な限り協力 

協定締結団体及

び協力の協定の

概要 

民間団体 協定の概要 

公益社団法人福岡県産業資源循環協会 災害廃棄物等の収集運搬及び処分 

福岡県環境整備事業協同組合連合会 し尿及び浄化槽汚泥の収集運搬及び処

分 

一般社団法人福岡県解体工事業協会 被災建物の解体、災害廃棄物等の撤去

及び収集運搬 

福岡県清掃事業協同組合連合会 災害廃棄物等の撤去、収集運搬及び処

分 

協力要請先 市は、県担当課へ協力を要請（玄界環境組合も同様） 

連絡先：福岡県廃棄物対策課 092-643-3363 

  



図表 12 災害時の応援協定（民間事業者等） 

 

  

協定の名称 協定先 締結日
三孝産業（有） 平成27年7月1日
（有）神郡清掃サービス 平成27年7月1日
玄界クリーン（有） 平成27年7月1日
新栄環美事業協同組合 平成30年4月24日
ユニバーサルワークス協同組合 令和2年6月19日

災害廃棄物の処理等に関する協 （公社）福岡県産業資源循環協会 平成29年8月1日
（株）サンリブ 平成21年4月1日
（株）イズミ 平成21年4月1日
ホームプラザナフコ南宗像店 平成21年4月1日
（株）アースダンボール 平成24年11月28日
日之出紙器工業（株） 平成24年12月28日
宗像農業協同組合 平成27年1月19日
NPO法人コメリ災害対策センター 平成27年7月1日
マックスバリュ九州（株） 平成27年7月1日
大塚製薬（株）福岡支店 平成29年8月1日
（株）ナフコ 平成29年11月1日
吉井事業（株） 平成23年6月27日
（有）林石油 平成23年6月27日
ハタエ石油（株） 平成23年9月1日
福岡県福岡地区LPガス協会宗像支部 平成26年9月19日
宗像建築組合 平成22年4月1日
（株）後藤総業 平成22年4月1日
（株）村山商会 平成22年4月1日
（株）宗像建設 平成22年4月1日
福岡県土木組合連合会宗像支部 平成22年4月1日
緑化協会 平成22年4月1日
（株）相互建設 平成22年4月1日
（株）瀧口土木 平成22年4月1日
（株）木村組 平成22年4月1日
（株）真鍋組 平成22年4月1日
（株）大島産業 平成22年4月1日
（株）徳本組 平成22年4月1日
宗像地区建設業協会 平成22年4月1日
（株）黒瀬組福岡支店 平成22年4月1日
宗像管工事協同組合 平成22年4月1日
金丸建設（株） 平成22年4月1日
（株）深田組 平成22年4月1日
新鋭工業（株） 平成22年6月3日
日本道路（株）宗像出張所 平成22年7月8日
宗像建設協会 平成23年3月30日
（有）田中運輸建設 平成23年11月28日
（有）ティ・ユーディ 平成23年12月8日
（株）カイダ 平成23年12月20日
（株）ノバック、（有）東興工業 平成24年6月21日
（株）中野組 平成25年4月18日
（株）カネコ 平成25年6月14日
（有）深町組 平成27年7月27日
共立建設（株） 平成27年8月17日
金本建設（株） 平成27年8月19日

災害時における物資の供給に関
する協定

災害時における燃料供給に関す
る協定

災害時における応急活動に関す
る協定

災害時における一般廃棄物の収
集運搬に関する協定



④災害廃棄物発生量の推計について 

項目 内容 

ページ番号 18～24 

変更内容 災害廃棄物発生量の推計の見直し 

変更理由 災害廃棄物対策指針の改訂版を反映する 

 

・変更箇所抜粋 

図表 15 し尿発生量及び仮設トイレ必要基数 

 避難所避難者数 し尿発生量 仮設トイレ必要基数 

西山断層（南東下部） 1,072 人 1,822Ｌ/日 14 基 

直下型地震（基盤一定） 288 人 490Ｌ/日 4 基 

 

図表 21 指定避難所ごみの最大発生量 

 避難所避難者数 1 日あたりの避難所ごみ発生量  

西山断層（南東下部） 1,072 人 0.58t/日 

直下型地震（基盤一定） 288 人 0.16t/日 

 

図表 25 地震による災害廃棄物の推計 

項目 
建物解体に伴い発生する災害

廃棄物 

建物解体以外に発生する災害

廃棄物量 
合計 

西山断層（南東下部） 34,203t 32,849t 67,052ｔ 

直下型地震（基盤一定） 9,191t 8,828t 18,019ｔ 

 

図表 31 想定地震ごとの災害廃棄物の処理見込み量                                 

 柱角材 混合可燃物 
混合 

不燃物 

コンクリート 

がら 
金属くず その他 土材系 合計 

西山断層 

（南東下部） 
11,300t 700t 16,300t 35,900t 800t 2,000t ― 67,000ｔ 

直下型地震 

（基盤一定） 
3,000t 200t 4,400t 9,700t 200t 500t ― 18,000ｔ 

西山断層 

による津波 
― ― 11,600 ― ― ― 46,400ｔ 58,000ｔ 

  

 

  



⑤災害廃棄物の処理フロー 

項目 内容 

ページ番号 27,28 

変更内容 災害廃棄物発生量の推計の見直し 

変更理由 災害廃棄物対策指針の改訂版を反映する 

 

・変更箇所抜粋 

図表 36 処理フロー策定の前提条件 

破砕選別後の廃棄物組成 発生量 搬出先 

柱角材 11,300 t 木質チップとし燃料もしくは原料として売却、既往焼却施設で焼却 

コンクリートがら 35,900 t 再生資材として活用 

混合可燃物 700 t 既往焼却施設で焼却 

金属くず 800 t 金属くずとして売却 

混合不燃物 16,300 t 最終処分場で埋立（再生資材として活用できないもの） 

その他 2,000 t 適切に処理、処分及び資源化 

 

図表 38 災害廃棄物処理フロー（例） 

 

 

  

種別

金属くず 金属くず 金属くず 金属 再資源化

その他 その他 その他 その他
適正処理
有効利用

木くず 可燃物 焼却施設等

コンクリート
がら

コンクリート
がら

コンクリート
がら

不燃物 最終処分場

中間処理

木質チップ等 再資源化

不燃系混合物 不燃系混合物 不燃系混合物 再生砕石等 再資源化

木くず 木くず

住民集積所 一次仮置場 二次仮置場 処理、処分及び再資源化

被災家屋等か
ら排出される
災害廃棄物

可燃系混合物

選別

可燃系混合物

粗選別
分別排出

可燃系混合物



⑥災害廃棄物処理実行計画《手引編》及び《素案編》の位置づけ 

項目 内容 

ページ番号 30,31 

変更内容 災害廃棄物処理計画に手引編及び素案編を明記する 

変更理由 新たに作成する手引編及び素案編を位置づける 

 

・変更箇所抜粋 

 

図表 41 実行計画の目次例 

１章 目的及び位置付け ４ し尿処理 

 1 節 計画の目的 

 2 節 対象とする災害廃棄物等 

 3 節 計画の位置づけ 

 4 節 計画の期間 

 5 節 計画の進捗管理及び見直し 

 1 節 仮設トイレの設置及び運用 

 2 節 し尿の収集運搬及び処理 

 

２ 被災状況及び災害廃棄物等の発生量及 ５ 災害情報の共有及び広報 

 1 節 被災状況 

 2 節 災害廃棄物発生量等の発生量 

 3 節し尿収集量 

 ４節 廃棄物処理施設の状況 

 1 節 情報の共有化 

 2 節 広報の手段 

 

３ 災害廃棄物処理の概要  

1 節 基本方針 

2 節 災害廃棄物等の処理体制 

3 節 災害廃棄物等の処理フロー 

4 節 災害廃棄物等の処理スケジュール 

5 節 仮置場の設置及び管理 

6 節 災害廃棄物等の処理及び処分 

7 節 広域処理 

 

 

  



⑦仮置場の必要面積 

項目 内容 

ページ番号 36 

変更内容 仮置場の必要面積の見直し 

変更理由 災害廃棄物発生量の見直しに伴う修正を行う 

 

・変更箇所抜粋 

図表 48 一次仮置場の必要面積                                                          

西山断層 

（南東下部） 

直下型地震 

（基盤一定） 

53,333 ㎡（5.4ha） 14,303 ㎡（1.5ha） 

 

 


